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1.平成18年６月中間期の業績（平成18年１月１日～平成18年６月30日）

(1) 経営成績　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注）記載金額は、百万円未満を切捨てて表示しております。

　 売上高 営業利益 経常利益
　 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年６月中間期 9,091 (   5.4) △89 (   ― ) △86 (   ― )

17年６月中間期 8,627 (  14.4) 149 (△49.3) 152 (△47.7)

17年12月期 17,847 (  10.5) 110 (△80.8) 118 (△78.7)

　
　 中間（当期）純利益 １株当たり中間(当期)純利益

　 百万円 ％ 円 銭

18年６月中間期 △47 ( ― ) △377 66

17年６月中間期 71 (△52.9) 567 01

17年12月期 42 (△84.2) 335 45
(注) ① 期中平均株式数 18年６月中間期 126,100株 17年６月中間期 126,100株 17年12月期 126,100株

　 ② 会計処理の方法の変更 無 　 　 　 　 　

　 ③ 売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

　
(2) 財政状態　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注）記載金額は、百万円未満を切捨てて表示しております。

　 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
　 百万円 百万円 ％ 円 銭

18年６月中間期 4,334 1,764 40.7 13,990 14

17年６月中間期 3,689 1,880 51.0 14,910 28

17年12月期 3,608 1,852 51.3 14,687 34
(注) ① 期末発行済株式数 18年６月中間期 126,100株 17年６月中間期 126,100株 17年12月期 126,100株

　 ② 期末自己株式数 18年６月中間期 ―株 17年６月中間期 ―株 17年12月期 ―株

　

2.　平成18年12月期の業績予想（平成18年１月１日～平成18年12月31日）

　 売上高 経常利益 当期純利益
　 百万円 百万円 百万円

通期 19,000 170 89

　(参考)　１株当たり予想当期純利益（通期）705円78銭
［業績予想に関する定性的情報等］ 

　通期の業績予想につきましては、当初の予想（平成18 年２月17 日公表）を最近の業績の動向を踏まえ、上記のとおり業績予想を修正

いたします。なお、内容につきましては、平成18年８月14日付で「業績予想の修正に関するお知らせ」により公表しております。

[業績の予想に関する注意事項]

　上記の予想は、本資料の発表日において入手可能な情報に基づき作成したものであります。従いまして実際の業績は、今後、様々な要

因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。

3.　配当状況

・現金配当 １株当たり配当金(円)

　 第１四半期末 中間期末 第３四半期末 期末 その他 年間

17年12月期 ― ― ― 300 無 300

18年12月期(実績) ― ― ― ― 無
300

18年12月期(予想) ― ― ― 300 無

　　※　上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであります。したがいまして
実際の業績は、今後、様々な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。



6. 中間財務諸表等

中間財務諸表

① 中間貸借対照表

　

　 　
前中間会計期間末

(平成17年６月30日)

当中間会計期間末

(平成18年６月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成17年12月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

１　現金及び預金 　 　 1,109,963 　 　 372,876 　 　 332,257 　

２　受取手形 　 　 5,667 　 　 7,551 　 　 7,062 　

３　売掛金 　 　 1,862,052 　 　 2,068,158 　 　 1,947,357 　

４　たな卸資産 　 　 21,442 　 　 7,887 　 　 15,818 　

５　その他 　 　 145,131 　 　 265,524 　 　 225,923 　

貸倒引当金 　 　 △379 　 　 △434 　 　 △404 　

流動資産合計 　 　 3,143,877 85.2 　 2,721,562 62.8 　 2,528,014 70.1

Ⅱ　固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

１　有形固定資産 ※１ 　 　 　 　 　 　 　 　 　

(1) 建物 　 　 6,689 　 　 247,857 　 　 22,363 　

(2) その他 　 　 70,751 　 　 166,504 　 　 201,278 　

有形固定資産合計 　 　 77,441 2.1 　 414,361 9.6 　 223,641 6.2

２　無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

(1) ソフトウェア 　 　 32,457 　 　 224,088 　 　 63,163 　

(2) その他 　 　 27,205 　 　 10,949 　 　 116,062 　

無形固定資産合計 　 　 59,659 1.6 　 235,037 5.4 　 179,225 5.0

３　投資その他の資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

(1) 投資有価証券 　 　 218,721 　 　 216,998 　 　 320,802 　

(2) 関係会社株式 　 　 ― 　 　 464,800 　 　 85,000 　

(3) 敷金保証金 　 　 134,716 　 　 175,069 　 　 162,340 　

(4) その他 　 　 54,950 　 　 106,891 　 　 109,949 　

貸倒引当金 　 　 △224 　 　 △217 　 　 △224 　

投資その他の資産

合計
　 　 408,163 11.1 　 963,542 22.2 　 677,867 18.7

固定資産合計 　 　 545,264 14.8 　 1,612,941 37.2 　 1,080,735 29.9

資産合計 　 　 3,689,141 100.0 　 4,334,504 100.0 　 3,608,749 100.0

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　



　

　 　
前中間会計期間末

(平成17年６月30日)

当中間会計期間末

(平成18年６月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成17年12月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

１　短期借入金 　 　 ― 　 　 400,000 　 　 ― 　

２　１年内返済予定
　　長期借入金

　 　 ― 　 　 50,040 　 　 ― 　

３　未払金 　 　 1,233,849 　 　 1,332,817 　 　 1,334,950 　

４　未払費用 　 　 140,589 　 　 151,769 　 　 131,566 　

５　未払法人税等 　 　 134,807 　 　 39,700 　 　 ― 　

６　未払消費税等 ※２ 　 140,217 　 　 119,657 　 　 161,923 　

７　預り金 　 　 147,936 　 　 176,430 　 　 100,252 　

８　その他 　 　 ― 　 　 ― 　 　 15,148 　

流動負債合計 　 　 1,797,400 48.7 　 2,270,414 52.4 　 1,743,841 48.3

Ⅱ　固定負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

１　長期借入金 　 　 ― 　 　 285,792 　 　 ― 　

２　退職給付引当金 　 　 11,554 　 　 14,141 　 　 12,833 　

固定負債合計 　 　 11,554 0.3 　 299,933 6.9 　 12,833 0.4

負債合計 　 　 1,808,954 49.0 　 2,570,347 59.3 　 1,756,674 48.7

(資本の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　資本金 　 　 460,915 12.5 　
―
 

　 　 460,915 12.8

Ⅱ　資本剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

１　資本準備金 　 571,715 　 　 ― 　 　 571,715 　 　

資本剰余金合計 　 　 571,715 15.5 　 ― 　 　 571,715 15.8

Ⅲ　利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

１　任意積立金 　 109,112 　 　 ― 　 　 109,112 　 　

２　中間(当期)未処分
　　利益

　 739,229 　 　 ― 　 　 710,030 　 　

利益剰余金合計 　 　 848,342 23.0 　 ― 　 　 819,143 22.7

Ⅳ　その他有価証券
　　評価差額金

　 　 △785 0.0 　 ― 　 　 301 0.0

資本合計 　 　 1,880,186 51.0 　 ― 　 　 1,852,074 51.3

負債資本合計 　 　 3,689,141 100.0 　 ― 　 　 3,608,749 100.0

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　



　

　 　
前中間会計期間末

(平成17年６月30日)

当中間会計期間末

(平成18年６月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成17年12月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　株主資本 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

１　資本金 　 　 ― 　 　 460,915 10.6 　 ― 　

２　資本剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

(1) 資本準備金 　 ― 　 　 571,715 　 　 ― 　 　

資本剰余金合計 　 　 ― 　 　 571,715 13.2 　 ― 　

３　利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

(1) その他利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

任意積立金 　 ― 　 　 107,856 　 　 ― 　 　

繰越利益剰余金 　 ― 　 　 625,833 　 　 ― 　 　

利益剰余金合計 　 　 ― 　 　 733,689 17.0 　 ― 　

Ⅱ　評価・換算差額等 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　その他有価証券
　　評価差額金

　 　 ― 　 　 △2,161 　 　 ― 　

評価・換算差額等
合計

　 　 ― 　 　 △2,161 △0.1 　 ― 　

純資産合計 　 　 ― 　 　 1,764,157 40.7 　 　 　

負債純資産合計 　 　 ― 　 　 4,334,504 100.0 　 ― 　

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　



② 中間損益計算書

　

　 　
前中間会計期間

(自　平成17年１月１日
至　平成17年６月30日)

当中間会計期間

(自　平成18年１月１日
至　平成18年６月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 　 　 8,627,357 100.0 　 9,091,544 100.0 　 17,847,008 100.0

Ⅱ　売上原価 　 　 7,267,294 84.2 　 7,735,871 85.1 　 15,061,089 84.4

売上総利益 　 　 1,360,062 15.8 　 1,355,672 14.9 　 2,785,919 15.6

Ⅲ　販売費及び一般管理費 　 　 1,210,896 14.1 　 1,445,429 15.9 　 2,675,016 15.0

営業利益又は
営業損失(△)

　 　 149,165 1.7 　 △89,757 △1.0 　 110,903 0.6

Ⅳ　営業外収益 ※１ 　 3,560 0.1 　 6,672 0.1 　 8,111 0.1

Ⅴ　営業外費用 ※２ 　 17 0.0 　 2,926 0.0 　 195 0.0

経常利益又は
経常損失(△)

　 　 152,708 1.8 　 △86,011 △0.9 　 118,818 0.7

Ⅵ　特別利益 ※３ 　 16,320 0.2 　 43,801 0.5 　 15,916 0.1

Ⅶ　特別損失 　 　 7,249 0.1 　 7,223 0.1 　 18,557 0.1

税引前中間(当期)
純利益又は税引前中
間純損失(△)

　 　 161,778 1.9 　 △49,432 △0.5 　 116,178 0.7

法人税、住民税
及び事業税

　 107,251 　 　 22,508 　 　 68,429 　 　

法人税等調整額 　 △16,973 90,278 1.1 △24,316 △1,808 △0.0 5,447 73,876 0.5

中間(当期)純利益
又は中間純損失(△)

　 　 71,500 0.8 　 △47,624 △0.5 　 42,301 0.2

前期繰越利益 　 　 653,952 　 　 　 　 　 653,952 　

合併による未処分
利益受入額

　 　 13,777 　 　 　 　 　 13,777 　

中間(当期)未処分
利益

　 　 739,229 　 　 　 　 　 710,030 　

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　



③ 中間株主資本等変動計算書

当中間会計期間(自　平成18年１月１日　至　平成18年６月30日)

　

　

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成17年12月31日残高(千円) 460,915 571,715 　 571,715

中間会計期間中の変動額 　 　 　 　

　新株の発行 　 　 　 　

中間会計期間中の変動額合計

(千円)
　 　 　 　

平成18年６月30日残高(千円) 460,915 571,715 　 571,715

　

　

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

任意積立金 繰越利益剰余金

平成17年12月31日残高(千円) 　 109,112 710,030 819,143 　 1,851,773

中間会計期間中の変動額 　 　 　 　 　 　

　新株の発行 　 　 　 　 　 　

　剰余金の配当 　 △1,256 　 △1,256 　 △1,256

　中間純利益 　 　 △84,197 △84,197 　 △84,197

　自己株式の処分 　 　 　 　 　 　

中間会計期間中の変動額合計

(千円)
　 △1,256 △84,197 △85,453 　 △85,453

平成18年６月30日残高(千円) 　 107,856 625,833 733,689 　 1,766,319

　

　

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計その他

有価証券

評価差額金

繰延ヘッジ損益
土地再評価

差額金

評価・換算

差額等合計

平成17年12月31日残高(千円) 301 　 　 301 　 1,852,074

中間会計期間中の変動額 　 　 　 　 　 　

　新株の発行 　 　 　 　 　 　

　剰余金の配当 　 　 　 　 　 △1,256

　中間純利益 　 　 　 　 　 △84,197

　自己株式の処分 　 　 　 　 　 　

　株主資本以外の項目の中間

　会計期間中の変動額(純額)
△2,462 　 　 △2,462 　 △2,462

中間会計期間中の変動額合計

(千円)
△2,462 　 　 △2,462 　 △87,915

平成18年６月30日残高(千円) △2,161 　 　 △2,161 　 1,764,157

　



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

　

項目
前中間会計期間

(自　平成17年１月１日
至　平成17年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年１月１日
至　平成18年６月30日)

前事業年度
(自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日)

１　資産の評価基準及び

評価方法

(1) 有価証券

①子会社株式及び関連会

社株式

　移動平均法による原価

法

(1) 有価証券

①子会社株式及び関連会

社株式

同左

(1) 有価証券

①子会社株式及び関連会

社株式

同左

　 ②その他有価証券

　時価のあるもの

　中間決算日の市場価

格等に基づく時価法

(評価差額は全部資本

直入法により処理

し、売却原価は移動

平均法により算定)

②その他有価証券

　時価のあるもの

同左

②その他有価証券

　時価のあるもの

　決算末日の市場価格

等に基づく時価法(評

価差額は全部資本直

入法により処理し、

売却原価は移動平均

法により算定)

　 　時価のないもの

　移動平均法による原

価法

　時価のないもの

同左

　時価のないもの

同左

　 (2) たな卸資産

　　貯蔵品

　　　最終仕入原価法

(2) たな卸資産

　　貯蔵品

同左

(2) たな卸資産

　　貯蔵品

同左

２　固定資産の減価償却

の方法

(1) 有形固定資産

定率法

　ただし、平成10年４

月１日以降取得建物

（建物附属設備を除

く）については定額法

　なお、主な耐用年数

は次のとおりでありま

す。

建物 ３年～39年
車両運搬具 ６年
工具器具
備品

２年～15年

(1) 有形固定資産

定率法

　ただし、平成10年４

月１日以降取得建物

（建物附属設備を除

く）については定額法

　なお、主な耐用年数

は次のとおりでありま

す。

建物 ３年～39年
車両運搬具 ６年
工具器具
備品

２年～15年

構築物 20年

(1) 有形固定資産

定率法

　ただし、平成10年４

月１日以降取得建物

（建物附属設備を除

く）については定額法

　なお、主な耐用年数

は次のとおりでありま

す。

建物 ３年～39年
車両運搬具 ６年
工具器具
備品

２年～15年

　 (2) 無形固定資産

定額法

　なお、ソフトウェア

(自社利用分)について

は、社内における見込

利用可能期間(５年)に

基づいております。

(2) 無形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

同左

　 (3) 長期前払費用

定額法

(3) 長期前払費用

同左

(3) 長期前払費用

同左

　



　

項目
前中間会計期間

(自　平成17年１月１日
至　平成17年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年１月１日
至　平成18年６月30日)

前事業年度
(自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日)

３　引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

　債権の貸倒れに備え

るため、一般債権につ

いては貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特

定の債権については個

別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を

計上しております。

(1) 貸倒引当金

同左

(1) 貸倒引当金

同左

　 (2) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に

備えるため、当事業年

度末における退職給付

債務の見込額に基づ

き、当中間会計期間末

において発生している

と認められる額を計上

しております。

(2) 退職給付引当金

同左

(2) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に

備えるため、当事業年

度末における退職給付

債務の見込額に基づき

計上しております。

４　リース取引の処理方

法

　リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。

同左 同左

５　その他中間財務諸表

(財務諸表)作成の

ための基本となる

重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の

会計処理は、税抜方式によ

っております。

消費税等の会計処理

同左

消費税等の会計処理

同左



　

中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更

　

前中間会計期間
(自　平成17年１月１日
　至　平成17年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年１月１日
　至　平成18年６月30日)

前事業年度
(自　平成17年１月１日
  至　平成17年12月31日)

― (固定資産の減損に係る会計基準)

　当中間会計期間より、固定資産の

減損に係る会計基準(「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意

見書」(企業会計審議会　平成14年８

月９日))及び「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」(企業会計基

準適用指針第６号　平成15年10月31

日)を適用しております。

　これによる損益に与える影響はあ

りません。

―

― (貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準）

　当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準委員会企業会

計基準第５号　平成17年12月９日)お

よび「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

(企業会計基準委員会　企業会計基準

適用指針第８号　平成17年12月９

日)を適用しております。

　従来の資本の部の合計に相当する

金額は1,764,157千円であります。

　なお、中間財務諸表等規則の改正

により、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。

―

　



表示方法の変更

前中間会計期間
(自　平成17年１月１日
至　平成17年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年１月１日
至　平成18年６月30日)

（中間貸借対照表）

前中間会計期間において、投資その他の資産の「その

他」に含めていた「投資有価証券」は、資産総額の100分

の５を超えたため、当中間会計期間より区分掲記するこ

ととしております。なお、前中間会計期間末の投資その

他の資産の「その他」に含まれる「投資有価証券」は

20,116千円であります。

（中間貸借対照表）

１.　 前中間会計期間において、有形固定資産に含め

ていた「建物」は、資産総額の100分の５を超えた

ため、当中間会計期間より区分掲記することとし

ております。なお、前中間会計期間末の有形固定

資産に含まれる「建物」は6,927千円であります。

２.　 前中間会計期間において、無形固定資産に含め

ていた「ソフトウェア」は、資産総額の100分の５

を超えたため、当中間会計期間より区分掲記する

こととしております。なお、前中間会計期間末の

無形固定資産に含まれる「ソフトウェア」は32,457

千円であります。

　 ３. 　前中間会計期間において、投資その他の資産の

「その他」に含めていた「関係会社株式」は、資

産総額の100分の５を超えたため、当中間会計期間

より区分掲記することとしております。なお、前

中間会計期間末の投資その他の資産の「その他」

に含まれる「関係会社株式」は30,000千円であり

ます。

　

追加情報

前中間会計期間
(自　平成17年１月１日
　至　平成17年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年１月１日
　至　平成18年６月30日)

前事業年度
(自　平成17年１月１日)
 至　平成17年12月31日)

（外形標準課税）

「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に交付され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当中間会計期間から「法

人事業税における外形標準課税部分

の損益計算書上の表示についての実

務上の取扱い」（平成16年２月13日

企業会計基準委員会 実務対応報告第

12号）に従い法人事業税の付加価値

割及び資本割については、販売費及

び一般管理費に計上しております。

　この結果、販売費及び一般管理費

が24,776千円増加し、営業利益、経

常利益及び税引前中間純利益が

24,776千円減少しております。

― （外形標準課税）

「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第9号）が平成15

年3月31日に公布され、平成16年4月

1日以後に開始する事業年度より外形

標準課税制度が導入されたことに伴

い、当事業年度から「法人事業税に

おける外形標準課税部分の損益計算

書上の表示についての実務上の取扱

い」（平成16年2月13日　企業会計基

準委員会　実務対応報告第12号）に

従い法人事業税の付加価値割及び資

本割については、販売費及び一般管

理費に計上しております。この結

果、販売費及び一般管理費が48,612

千円増加し、営業利益、経常利益及

び税引前当期純利益が、48,612千円

減少しております。

　



注記事項

(中間貸借対照表関係)

　
前中間会計期間末
(平成17年６月30日)

当中間会計期間末
(平成18年６月30日)

前事業年度末
(平成17年12月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計

額

※１　有形固定資産の減価償却累計

額

※１　有形固定資産の減価償却累計

額

90,306千円 177,573千円 126,414千円

※２　消費税等の取扱い

　　　仮払消費税等及び仮受消費税

等は、相殺のうえ未払消費税等

として表示しております。

※２　消費税等の取扱い

同左

※２　　　 ―――――

　

　

(中間損益計算書関係)

　
前中間会計期間

(自　平成17年１月１日
至　平成17年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年１月１日
至　平成18年６月30日)

前事業年度
(自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日)

※１　営業外収益の主要項目

受取利息 10千円

有価証券利息 2,792　

※１　営業外収益の主要項目

受取利息 698千円

有価証券利息 3,689　

※１　営業外収益の主要項目

受取利息 174千円

有価証券利息 7,178　

※２　営業外費用の主要項目

支払利息 17千円

※２　営業外費用の主要項目

支払利息 2,708千円

※２　営業外費用の主要項目

支払利息 195千円

　３　減価償却実施額

有形固定資産 10,532千円

無形固定資産 6,058　

※３　特別利益の主要項目

保険解約返戻金 42,098千円

　３　減価償却実施額

有形固定資産 52,942千円

無形固定資産 15,015　

　 　４　減価償却実施額

有形固定資産 63,469千円

無形固定資産 27,323　

　

　

　



リース取引関係

　
前中間会計期間

(自　平成17年１月１日
至　平成17年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年１月１日
至　平成18年６月30日)

前事業年度
(自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

　

取得価額

相当額

(千円)

減価償却

累計額

相当額

(千円)

中間期末

残高

相当額

(千円)

無形
固定資産

50,295 39,490 10,804

合計 50,295 39,490 10,804

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

　

取得価額

相当額

(千円)

減価償却

累計額

相当額

(千円)

中間期末

残高

相当額

(千円)

有形
固定資産

5,825 485 5,339

無形
固定資産

50,295 49,549 745

合計 56,120 50,034 6,085

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額

　

取得価額

相当額

(千円)

減価償却

累計額

相当額

(千円)

期末残高

相当額

(千円)

無形
固定資産

50,295 44,519 5,775

合計 50,295 44,519 5,775

②　未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 10,566千円

１年超 793

合計 11,359

②　未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 1,718千円

１年超 4,445

合計 6,164

②　未経過リース料期末残高相当額

１年内 6,112千円

合計 6,112

③　支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

　支払リース料 8,416千円

　減価償却費相当額 7,842

　支払利息相当額 230

③　支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

　支払リース料 5,893千円

　減価償却費相当額 5,514

　支払利息相当額 119

③　支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

　支払リース料 13,788千円

　減価償却費相当額 12,871

　支払利息相当額 355

④　減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法

　　減価償却費相当額の算定方法

　　　リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定額

法によっております。

④　減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法

　　減価償却費相当額の算定方法

同左

④　減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法

　　減価償却費相当額の算定方法

同左

　　利息相当額の算定方法 　　利息相当額の算定方法 　　利息相当額の算定方法

　　　リース料総額とリース物件

の取得価額相当額の差額を利

息相当額とし、各期への配分

方法については、利息法によ

っております。

同左 同左

　



有価証券関係

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても、子会社株式及び関連会社株式

で時価のあるものはありません。

　

１株当たり情報

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

　

重要な後発事象

前中間会計期間
(自　平成17年１月１日
　至　平成17年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年１月１日
　至　平成18年６月30日)

前事業年度
(自　平成17年１月１日
  至　平成17年12月31日)

― ― （株式取得による会社等の買収及び

合併）

　当社連結子会社である株式会社ア
ネブル（以下アネブル）は、平成18
年１月７日開催の取締役会の決議に
基づき、株式会社ヤマコエンタープ
ライズ（以下ヤマコエンタープライ
ズ）の発行済株式の全株式を取得し、
また、平成18年２月13日開催の取締
役会において、同社との合併契約が
承認されました。
(1) 目的
 経営資源（人材、技術力、営業ネ
ットワーク等）を効率的に活用し、
企業価値の最大化を図っていくこ
と

(2) 株式取得及び合併する相手会社
の名称
　株式会社ヤマコエンタープライ
ズ

(3) 相手会社の主な事業の内容、規
模

  ① 主たる事業内容
  自動車開発エンジニアの派遣、
自動車用高性能部品の試作・開
発・生産、エンジン性能試験の請
負等

  ② 会社規模
　   資本金　 20百万円
(4)株式取得及び合併の時期
① 株式取得　
   平成18年１月20日
② 合併　　　
   平成18年４月１日

(5)取得後の所有株式の状況
① 取得株式数　　　　　
   400株
② 取得価額　　　
   20,000,000円
③ 取得後の持分比率　　
   100％

(6) 合併の形式
  アネブルを存続会社とし、ヤマ
コエンタープライズは解散いたし
ます。また、アネブルはヤマコエ
ンタープライズの全株式を所有し
ておりますので、合併に際して新
株式の発行は行いません。

(7) 財産の引継
  合併期日において、ヤマコエン
タープライズの資産、負債及び権
利義務の一切を引き継ぎます。


